
令和８年度
保険者機能強化推進交付金及び
介護保険保険者努力支援交付金

に係る評価結果について

資料５

１位 島根県江津市 ２位 北海道利尻町 ３位 天草市



○ 各市町村が行う自立支援・重度化防止の取組及び都道府県が行う市町村支援の取組に対し、評価指標の達成状況
（評価指標の
総合得点）に応じて、交付金を交付する。
※ 介護保険保険者努力支援交付金（消費税財源）は、上記の取組の中でも介護予防・日常生活支援総合事業及び包

括的支援事業（包括的・継続的ケアマネジメント支援事業、在宅医療介護連携推進事業、生活支援体制整備事業、
認知症総合支援事業）に使途範囲を限定。

【交付金の配分に係る主な評価指標】

【交付金の活用方法】

介護保険特別会計に充当し、地域支援事業、市町村特別給付、保健福祉事業など、高齢者の自立支援、

重度化防止、介護予防等に必要な事業を充実。

⇒本市では、この交付金を介護予防や地域支援の体制づくり事業に係る「第１号保険料負担の軽減」に活用

しています。

【補助率・単価】

定額（国が定める評価指標の達成状況（評価指標の総合得点）に応じて、交付金を配分）

２ 事業内容

○ 平成29年の地域包括ケア強化法の成立を踏まえ、客観的な指標による評価結果に基づく財政的インセンティブとして、平成30
年度より、保険者機能強化推進交付金を創設し、保険者（市町村）による高齢者の自立支援、重度化防止の取組や、都道府県に
よる保険者支援の取組を推進。

○ 令和２年度からは、介護保険保険者努力支援交付金（社会保障の充実分）を創設し、介護予防・健康づくり等に資する取組を
重点的に評価することにより、これらの取組を強化。

１ 事業の目的

（保険者機能強化推進交付金） （介護保険保険者努力支援交付金）

①事業計画等等によるPDCAサイクルの構築状況 ①介護予防日常生活支援の取組状況

②介護給付の適正化の取組状況 ②認知症総合支援の取組状況

③介護人材確保の取組状況 ③在宅医療介護連携の取組状況
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保険者機能強化推進交付金・介護保険保険者努力支援交付金



令和８年度における保険者機能強化推進交付金等の配分について

○ 令和８年度における保険者機能強化推進交付金・介護保険保険者努力支援交付金の配分については、令和７年度と同
様に、追加配分枠としてアウトカム指標配分枠及び保険者機能強化推進枠を設定するとともに、別枠で成果指向型配分
枠を設定するものとする。
① 基本配分枠・・・・従来どおり令和８年度評価指標に基づく得点結果に応じて配分
② 追加配分枠・・・・成果を出している自治体に対する交付額のメリハリ付けを強化する観点から、「アウトカム指

標配分枠」及び「保険者機能強化推進枠」を設定
③ 成果指向型配分枠・地域のデータ分析に基づき、自らターゲットとなる対象者、成果目標及び評価指標を設定した

上で、当該成果を達成するために成果指向型の介護予防・健康づくりの取組を行う保険者に対
する新たな支援の枠組みを設定

令和８年度
予算案

既存配分枠
成果指向型配分枠

基本配分枠 追加配分枠

保険者機能強化
推進交付金

都道府県分 478,000千円 353,600千円 88,400千円 36,000千円

市町村分 9,022,000千円 6,718,400千円 1,679,600千円 624,000千円

介護保険保険者
努力支援交付金

都道府県分 1,000,000千円 950,000千円 50,000千円

市町村分 19,000,000千円 18,050,000千円 950,000千円

合計 295億円 約261億円 約28億円 約7億円
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令和８年度保険者機能強化推進交付金評価指標（市町村分）

体制・取組指標群（プロセス指標） 活動指標群（中間アウトカム・アウトプット指標）

保
険
者
機
能
強
化
推
進
交
付
金

目標Ⅰ 持続可能な地域のあるべき姿をかたちにする

１ 地域の介護保険事業の特徴を把握しているか。

⇒ 地域の介護保険事業の特徴を把握し、これを地域の中で共有できて

いるかどうかを評価

１ 今年度の評価得点

２ 後期高齢者数と給付費の伸び率の比較

３ PFS（成果連動型民間委託契約方式）による

委託事業数

２ 介護保険事業計画の進捗状況（介護サービス見込量の計画値と実

績値の乖離状況）を分析しているか。

⇒ 介護保険事業計画の進捗管理を通じたPDCAサイクルを評価

３ 自立支援、重度化防止等に関する施策について、実施状況を把握し、

必要な改善を行っているか。

⇒ 各種施策レベルでのPDCAサイクルを評価

４ 保険者機能強化推進交付金等に係る評価結果を関係者間で共有

し、自立支援、重度化防止等に関する施策の遂行に活用しているか。

⇒ PDCAサイクルの実施に当たっての評価結果の活用状況を評価

目標Ⅱ 公正・公平な給付を行う体制を構築する

１ 介護給付費の適正化に向けた方策を策定しているか。

⇒ 介護給付費の適正化に関するPDCAサイクルを評価 １ ケアプラン点検の実施割合

２ 医療情報との突合の実施割合２ 介護給付費適正化事業を効果的に実施しているか。

⇒ 介護給付費適正化事業の実施状況を評価

目標Ⅲ 介護人材の確保その他のサービス提供基盤の整備を推進する

１ 地域における介護人材の確保・定着のため、都道府県等と連携しつ

つ、 必要な取組を実施しているか。

⇒ 介護人材の確保・定着に関する取組状況を評価

１ 高齢者人口当たりの地域住民に対する介護

の仕事の魅力を伝達するための研修の修了

者数

２ 高齢者人口当たりの介護人材（介護支援専

門員を除く。）の定着、資質向上を目的とした

研修の修了者数

３ 介護支援専門員を対象としたケアマネジメン

トの質の向上に関する研修（介護支援専門員

法定研修を除く。）の総実施日数

２ 地域におけるサービス提供体制の確保や、自立支援・重度化防止、

介護人材確保に関する施策等の推進に当たって、庁内・庁外における

関係者との連携体制が確保されているか。

⇒ 庁内・庁外における連携体制の構築状況等を評価

成果指標群（アウトカム指標）

目標Ⅳ：高齢者がその状況に応
じて可能な限り自立した日常
生活を営む

１ 短期的な平均要介護度（要介護
１・２）の変化率の状況はどのように
なっているか。

２ 長期的な平均要介護度（要介護
１・２）の変化率の状況はどのように
なっているか。

３ 短期的な平均要介護度（要介護３
～５）の変化率の状況はどのように
なっているか。

４ 長期的な平均要介護度（要介護３
～５）の変化率の状況はどのように
なっているか。

５ 要介護２以上の認定率、認定率
の変化率の状況はどのようになっ
ているか。
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データに基づき客
観的に評価

データに基づき客
観的に評価

各自治体において自ら
の取組を振り返りなが

ら自己評価

（成果指向配分枠） 成果指向型の介護予防・健康づくりに関する取組を行っているか。



令和８年度介護保険保険者努力支援交付金評価指標（市町村分）

体制・取組指標群（プロセス指標） 活動指標群（中間アウトカム・アウトプット指標）

介
護
保
険
保
険
者
努
力
支
援
交
付
金

目標Ⅰ 介護予防/日常生活支援を推進する

１ サービス・活動事業及び一般介護予防事業の実施に当たって、データを活用して
課題の把握を行っているか。
⇒ 介護予防事業におけるデータの活用状況を評価 １ 高齢者人口当たりの地域包括支援セン

ターに配置される３職種の人数

２ 地域包括支援センター事業評価の達成

状況

３ 地域ケア会議における個別事例の検討

割合（個別事例の検討件数／受給者数）

４ 通いの場への65歳以上高齢者の参加率

５ 高齢者のポイント事業への参加率

６ 通いの場等において心身・認知機能を維

持・改善した者の割合

７ 高齢者人口当たりの生活支援コーディ

ネーター数

８ 生活支援コーディネーターの地域ケア会

議への参加割合

９ 総合事業における多様なサービス・活動

の実施状況

２ 通いの場やボランティア活動その他の介護予防に資する取組の推進を図るため、
アウトリーチ等の取組を実施しているか。
⇒ 介護予防事業におけるアウトリーチ等の取組状況を評価

３ 介護予防等と保健事業を一体的に実施しているか。
⇒ 介護予防事業と保健事業との連携状況を評価

４ 通いの場の参加者の健康状態等の把握・分析により、サービス・活動事業及び一
般介護予防事業の内容等の検討を行っているか。
⇒ 通いの場参加者の健康状態の把握・分析等の取組状況を評価

５ 地域におけるリハビリテーションの推進に向けた具体的な取組を行っているか。
⇒ 地域リハビリテーションの推進に向けた取組状況を評価

６ 生活支援コーディネーターの活動等により、地域のニーズを踏まえた介護予防・生
活支援の体制が確保されているか。
⇒ 生活支援コーディネーター等によるサービス確保に向けた取組状況を評価

７ 多様なサービス・活動の活用の推進に向け、実施状況の調査・分析・評価を行って
いるか。
⇒ 多様なサービスの活用の推進に向けた取組状況を評価

目標Ⅱ 認知症総合支援を推進する

１ 認知症サポーター等を活用した地域支援体制の構築及び社会参加支援を行ってい
るか。
⇒ 認知症サポーター等による支援体制等を評価 １ 高齢者人口当たりの認知症サポーター数

２ 高齢者人口当たりの認知症サポータース

テップアップ講座修了者数

３ 認知症地域支援推進員が行っている業務

の状況

２ 認知症状のある人に対して、専門医療機関との連携により、早期診断・早期対応に
繋げるための体制を構築しているか。
⇒ 医療との連携による早期診断・早期対応の取組状況を評価

３ 難聴高齢者の早期発見・早期介入に係る取組を行っているか。
⇒ 難聴高齢者の早期発見・早期介入に係る取組状況を評価

目標Ⅲ 在宅医療・在宅介護連携の体制を構築する

１ 地域の医療・介護関係者等が参画する会議において、市町村が所持するデータ等
に基づき、在宅医療・介護連携に関する課題を検討し、対応策が具体化されている
か。
⇒ 在宅医療・介護連携に当たってのデータの活用状況を評価

１ 入退院支援の実施状況

２ 人生の最終段階における支援の実施状

況

２ 在宅医療と介護の連携の強化・推進に向け、相談支援、研修会の開催といった具
体的取組を行っているか。
⇒ 在宅医療・介護連携の推進に向けた取組状況を評価

３ 患者・利用者の状態の変化等に応じて、医療・介護関係者間で速やかな情報共有
が実施できるよう、具体的な取組を行っているか。
⇒ 医療・介護関係者間の情報共有の取組状況を評価

成果指標群（アウトカム指標）

目標Ⅳ：高齢者がその状況に応
じて可能な限り自立した日常
生活を営む

１ 短期的な平均要介護度（要介護
１・２）の変化率の状況はどのように
なっているか。

２ 長期的な平均要介護度（要介護
１・２）の変化率の状況はどのように
なっているか。

３ 短期的な平均要介護度（要介護３
～５）の変化率の状況はどのように
なっているか。

４ 長期的な平均要介護度（要介護３
～５）の変化率の状況はどのように
なっているか。

５ 要介護２以上の認定率、認定率
の変化率の状況はどのようになっ
ているか。
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３．令和８年度 評価指標（点数）の状況

○保険者機能強化推進交付金

令和８年度 交付金決定額 ９，９１９，０００円（前年度１０，４８４，０００円）
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評価指標

保険者機能強化推進交付金

項目数 配点
天草市 全 国 熊本県

得 点 平均点 平均点

目標Ⅰ  持続可能な地域のあるべき姿をかたちにする

（ⅰ）体制・取組指標群 ４項目 ６４点 ６４点 ５２．４点 ５５．５点

（ⅱ）活動指標群 ３項目 ３６点 ２４点 ９．９点 １０．４点

目標Ⅱ  公正・公平な給付を行う体制を構築する

（ⅰ）体制・取組指標群 ２項目 ６８点 ６８点 ５０．５点 ５９．２点

（ⅱ）活動指標群 ２項目 ３２点 ３２点 １８．７点 ２６．４点

目標Ⅲ  介護人材の確保その他のサービス提供基盤の整備を推進する

（ⅰ）体制・取組指標群 ２項目 ６４点 ５８点 ４２．７点 ４２．９点

（ⅱ）活動指標群 ３項目 ３６点 ２１点 ８．２点 ９．９点

目標Ⅳ  高齢者がその状況に応じて可能な限り自立した日常生活を営む

成果指標群 ５項目 １００点 ７０点 ４７．８点 ４４．１点

合 計 評 価 点 数 ２１項目 ４００点 ３３７点 ２３０．１点 ２４８．４点

得 点 率 ８４．３％ ５７．５％ ６２．１％

順 位
全国１，７４１市町村中 ８位

県内４５市町村中 ２位



令和７年度 交付金決定額 ２１，７２６，０００円（前年度２１，７２６，０００円）

○介護保険保険者努力支援交付金

※保険者機能強化推進交付金及び介護保険保険者努力支援交付金の得点の合計 ６５２点（R7：６１１点）
全国平均点：４５５点 順位：全国１，７４１市町村中 ３位（R7：１７位）

県平均点：４８５点 順位：県内４５市町村中 １位（R7：２位）
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評価指標

介護保険保険者努力支援交付金

項目数 配点
天草市 全 国 熊本県

得 点 平均点 平均点

目標Ⅰ  介護予防/日常生活支援を推進する

（ⅰ）体制・取組指標群 ７項目 ５２点 ５２点 ３７．４点 ４２．３点

（ⅱ）活動指標群 ９項目 ４８点 ３４点 ２０．４点 ２３．０点

目標Ⅱ  認知症総合支援を推進する

（ⅰ）体制・取組指標群 ３項目 ６４点 ６４点 ３７．８点 ３８．７点

（ⅱ）活動指標群 ３項目 ３６点 ２１点 １３．３点 １８．７点

目標Ⅲ  在宅医療介護連携の体制を構築する

（ⅰ）体制・取組指標群 ３項目 ６８点 ６８点 ５５．５点 ５８．０点

（ⅱ）活動指標群 ２項目 ３２点 ６点 １２．８点 １２．０点

目標Ⅳ  高齢者がその状況に応じて可能な限り自立した日常生活を営む

成果指標群 ５項目 １００点 ７０点 ４７．８点 ４４．１点

合 計 評 価 点 数 ３２項目 ４００点 ３１５点 ２２５．０点 ２３６．７点

得 点 率 ７８．８％ ５６．３％ ５９．２％

順 位
全国１，７４１市町村中 ５位

県内４５市町村中 １位



令和7年度と令和8年度の比較
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保険者機能強化推進交付金 介護保険保険者努力支援交付金

評価指標 項目数 配点
R７ R８ R８全 国

評価指標 項目数 配点
R７ R８ R８全 国

得 点 得 点 平均点 得 点 得 点 平均点

目標Ⅰ  持続可能な地域のあるべき
姿をかたちにする

目標Ⅰ  介護予防/日常生活支援を
推進する

（ⅰ）体制・取組指標群 ４項目 ６４点 ６４点 ６４点 ５２．４点 （ⅰ）体制・取組指標群 ７項目 ５２点 ５２点 ５２点 ３７．４点

（ⅱ）活動指標群 ３項目 ３６点 ２４点 ２４点 ９．９点 （ⅱ）活動指標群 ９項目 ４８点 ３２点 ３４点 ２０．４点

目標Ⅱ  公正・公平な給付を行う体制
を構築する

目標Ⅱ  認知症総合支援を推進する

（ⅰ）体制・取組指標群 ２項目 ６８点 ６８点 ６８点 ５０．５点 （ⅰ）体制・取組指標群 ３項目 ６４点 ５９点 ６４点 ３７．８点

（ⅱ）活動指標群 ２項目 ３２点 ３２点 ３２点 １８．７点 （ⅱ）活動指標群 ３項目 ３６点 ２１点 ２１点 １３．３点

目標Ⅲ  介護人材の確保その他の
サービス提供基盤の整備を推進する

目標Ⅲ  在宅医療介護連携の体制を
構築する

（ⅰ）体制・取組指標群 ２項目 ６４点 ５８点 ５８点 ４２．７点 （ⅰ）体制・取組指標群 ３項目 ６８点 ６８点 ６８点 ５５．５点

（ⅱ）活動指標群 ３項目 ３６点 １５点 ２１点 ８．２点 （ⅱ）活動指標群 ２項目 ３２点 ８点 ６点 １２．８点

目標Ⅳ  高齢者がその状況に応じて
可能な限り自立した日常生活を営む

目標Ⅳ  高齢者がその状況に応じて
可能な限り自立した日常生活を営む

成果指標群 ５項目 １００点 ５５点 ７０点 ４７．８点 成果指標群 ５項目 １００点 ５５点 ７０点 ４７．８点

合 計 評 価 点 数 ２１項目 ４００点 ３１６点 ３３７点 ２３０．１点 合 計 評 価 点 数 ３２項目 ４００点 ２９５点 ３１５点 ２２５．０点

得 点 率 79.00% 84.25% 57.53% 得 点 率 73.80% 78.75% 56.25%

順 位

全国１，７４１市町村
中

２８位 ８位
順 位

全国１，７４１市町村
中

２５位 ５位

県内４５市町村中 ２位 ２位 県内４５市町村中 ２位 1位

交付金額
10,484千

円
9,919千円 交付金額

21,726千
円

22,467千
円

※保険者機能強化推進交付金及び介護保険保険者努力支援交付金の得点の合計 ６５２点（R７：６１１点）

全国平均点：４５５．１点 順位：全国１，７４１市町村中 ３位（R７：１７位）

県平均点：４８５．１点 順位：県内４５市町村中 １位（R７：２位）



令和８年度（市町村分）保険者機能強化推進交付金等に係る評価結果の概要

○ 2026年（令和8年度）における保険者機能強化推進交付金等の配分に活用するため、国において令和8年度評価指標を定め、
これに基づき、1,741市町村が自らの取組等について評価を行った結果は、次のとおりである。

【平均点】455.1点 （800点満点） 【R7：435.0点（800点満点）】
【平均得点率】56.9％ 【R7：54.4％】
【得点トップ】江津市（島根県）657点（82.1%） 【R7：荒尾市（熊本県）の649点（得点81.1％）】

○ 令和８年度評価結果においては、市町村における取組が進んだこと等により、平均得点率等について、ほぼ前年度を上回
る結果となった。

○ 分野別に見ると、推進の目標Ⅱ（公平・公正な給付を行う体制の構築）の得点率が最も高く、アウトカムを除き推進の目
標Ⅲ（介護人材の確保その他のサービス提供基盤の整備）の得点率が最も低い。
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